
 

 

 

 

 

平成２９年度富士見都市計画事業鶴瀬駅東口土地 

区画整理事業特別会計補正予算（第３号）概要 
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歳 入 

款 項 補正前の額 補正額 

分担金及び負担金 負 担 金    ２５３，６４０ △７７，３６５ 

国 庫 支 出 金 国 庫 補 助 金 ３７，２６８ △３７，２６８ 

繰 入 金 繰 入 金 ３７４，３１１ △１２０，４３４ 

市 債 市 債 ４０１，６００ △２０２，６００ 

歳 入 合 計 １，０９３，２４９ △４３７，６６７ 

 

 

 

 

歳 出 

款 項 補正前の額 補正額 

総 務 費 総 務 管 理 費    １０９，１１１ ２８２ 

事 業 費 事 業 費 ９８４，１３８ △４３７，９４９ 

歳 出 合 計 １，０９３，２４９ △４３７，６６７ 
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（単位 千円） 

計 主  な  内  容 

１７６，２７５ 鶴瀬駅東口駅前広場公共施設管理者負担金 △７７，３６５ 

０ 東口土地区画整理事業補助        △３７，２６８ 

２５３，８７７ 一般会計繰入金             △１２０，４３４ 

１９９，０００ 区画整理事業債            △２０２，６００ 

６５５，５８２  

 

 

 

 

 

計 主  な  内  容 

１０９，３９３ 給与費等                    ２８２ 

５４６，１８９ 鶴瀬駅東口土地区画整理事業      △４３７，９４９ 

６５５，５８２  
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平成２９年度富士見都市計画事業鶴瀬駅東口 

土地区画整理事業特別会計補正予算（第３号） 

 
１ 補正予算（第３号）の概要 

  今回の補正予算は、歳入については、国庫補助の減額に伴う鶴瀬駅東口駅前広場公共

施設管理者負担金及び東口土地区画整理事業補助の減額補正と起債対象事業の変更に伴

う区画整理事業債の減額補正、歳出については、平成２９年人事院勧告等に伴う職員給

与費等の増額補正と委託料、工事請負費及び物件補償料の変更に伴う事業費の減額補正

を行うとともに、年度内の完了が困難となった工事請負費及び物件補償料について繰り

越す内容となっています。 

 

（単位 千円） 

２ 歳入歳出予算の補正 

（１）歳入歳出予算補正額                    △４３７，６６７ 

補正後累計額                        ６５５，５８２ 

 

（２）歳入の内容 

分担金及び負担金                      △７７，３６５ 

鶴瀬駅東口駅前広場公共施設管理者負担金      △77,365 

 

国庫支出金                         △３７，２６８ 

東口土地区画整理事業補助             △37,268 

 

繰入金                          △１２０，４３４ 

一般会計繰入金                  △120,434 

 

市債                           △２０２，６００ 

区画整理事業債                  △202,600 

 

（３）歳出の内容 

  ア 給与費等（職員課）                        ２８２ 

     平成２９年人事院勧告等に伴う職員給与費等の補正 

     ①給料  32 

     ②職員手当  206（地域手当 4、期末手当 7、勤勉手当 195） 

     ③職員共済組合負担金  40 

④退職手当負担金  4 
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イ 鶴瀬駅東口土地区画整理事業               △４３７，９４９ 

     委託料、工事請負費及び物件補償料に変更が必要となったことによる、事業費 

を減額するための補正。 

①委託料    △9,202 

②工事請負費  △11,500 

     ③物件補償料  △417,247 

 

３ 繰越明許費 

（１）鶴瀬駅東口土地区画整理事業                 １３５，１０３ 

工事請負費１件及び物件補償料１件について、関連する建物移転等に時間を要し 

ており、年度内の完了が困難なため平成３０年度へ繰り越すもの。 

 

４ 地方債の補正 

（１）区画整理事業債                      △２０２，６００ 

 起債対象事業の変更に伴い、物件補償料に充てる地方債を減額するための補正。 

  補正前 401,600 → 補正後 199,000 


